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つたい。
このように健康権の内容と国家の義務を明らか
にしていく作業が進められているのと同時に，健
康権をはじめとする，経済的，社会的及び文化的
権利の実効'性を確保するために，国際的な人権救
済システムの確立が求められている。本稿では，
国際人権法上の健康権が判断基準とされたいくつ
かの具体的事例を検証し，その上で国際レベルに
おける健康権保障の課題を提示する。
なお，本稿では，‘TheRighttoHealth，の日本
はじめに
近年，国際社会においては，あらゆる分野にお
いて「人権と健康」という視点が主流として捉え
直されるようになり，それに伴い，健康権（The
RighttoHealth）の重要性が改めて見直されるよ
うになった。特に1990年代以降，多くの国際人権
法学者によって，健康権の内容とそれに対する国
家の義務に関する研究が進められ，その結果，健
康権に関する国際文書が数多く出されるようにな
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語訳として「健康権」という言葉を採用する。日
本において，1970年代初頭に医事法学の分野から
｢健康権」が提唱されて以来2)，法学の分野のみな
らず，医療及び福祉の分野においても，「人権と
しての健康」を表す言葉として，「健康権」とい
う言葉が用いられており，現在に至っては十分に
定着していることを鑑みると,本稿においても｢健
康権」という言葉を採用することが好ましいと考
えた。
ていたのか，という点については，現在までの研
究で明らかとされていないが，ここにおいて世界
で初めて公式に健康権が明記されたことにより，
その後の国際人権法と国際保健の分野の進歩に大
きく貢献したことは間違いのないことである。
その後，健康権は，1948年に採択された世界人
権宣言においては，独立した権利としては直接規
定されなかったものの，この世界人権宣言を条約
化した経済的，社会的及び文化的権利に関する国
際規約（以下，「Ａ規約」とする）の第12条で独
立した－つの人権として規定された。この1966年
に採択，1976年に発効したＡ規約において健康
権は，「全ての者が到達可能な最高水準の身体及
び精神の健康を享受する権利」（Ａ規約第12条第
１項）として規定された。なお，Ａ規約には，現
在までに145カ国が批准しており4)，健康権を規定
した規約第１２条を留保している国家はない。した
がって，健康権は，世界中の大半の国家において
承認されている人権であると言うことができる。
さらに，健康権は，1965年の「あらゆる形態の
人種差別の撤廃に関する国際条約」の第５条（e）
(iv）や，1979年の「女性に対するあらゆる形態
の差別の撤廃に関する条約」の第11条１項（f）及
び第１2条，そして'989年の「児童の権利に関する
条約」の第24条にも規定されている。
また，健康権は，多くの地域人権文書において
も規定されている。例えば，1961年の修正された
｢ヨーロッパ社会憲章」の第11条，1981年の「人
権に関するアフリカ憲章」の第16条，「経済的，
社会的及び文化的諸権利に関するアメリカ人権条
約の追加議定書」の第１０条などで健康権が規定さ
れている。これらのような健康権を規定した地域
協定に批准している国家は，８３カ国にのぼる5)。
第一章国際人権法における健康権の概要
国際人権法上の健康権が判断基準とされた具体
的事例を検討する前に，まず国際社会における健
康権の概要を簡単に論じる。以下ではとりわけ，
国際条約等における健康権の位置づけと，国際連
合における健康権に関する取組みについて述べて
いくこととする。
第１節国際文書，国際条約及び地域国際文書に
おける健康権
世界で初めて「健康権」という言葉が出てきた
のは，1946年に世界保健機関憲章（以下，「ＷＨＯ
憲章」とする）を創案するために設置された準備
委員会（TechnicalPreparatoryComnttee）が用意
した，ＷＨＯ憲章草案においてであった。この草
案では，「健康権は，人種，性別，言語または宗
教による差別なく，全ての人々に与えられた基本
的権利の一つである」ことが明記された3)。その
後この草案は，同年にニューヨークで開催された
国際保健会議において修正され，健康権に関する
記述は，現在のＷＨＯ憲章前文に見られるような
一文，すなわち「到達可能な最高水準の健康を享
受することは，人種，宗教，経済的，社会的条件
の如何に関わらず，全ての人の基本的権利の一つ
である」となった。健康権が初めて公式に明記さ
れたのは，このＷＨＯ憲章前文においてである。
このＷＨＯ憲章前文における健康権の明記につ
いて，なぜ草案者たちが「健康権」という言葉を
採用したのか，また「健康権」をどのように捉え
第２節国際連合における健康権
また，健康権は，「人権と健康」に関連する国
際連合（以下，「国連」とする）が主催したいく
つかの国際会議においても重要な役割を果たして
いる。例えば，ウィーンで開催された第２回国連
世界人権会議（1993年）において採択された「ウ
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イーン宣言及び行動計画｣，1995年に北京で開催
された第４回世界女性会議で採択された「北京宣
言及び行動計画｣，また2002年４月にスペインの
マドリッドで開催された第２回高齢化世界大会で
採択された「政治宣言及び高齢化国際行動計画
2002」にも明記されている。最後の第２回高齢化
世界大会の「政治宣言」では，「健康権の完全な
実現が，最重要な社会目標の一つ」であるとされ
ている（政治宣言第14項)。
さらに，健康権に関する国連の積極的な取組み
としては，国連人権委員会の「テーマ別手続」が
挙げられる。この「テーマ別手続」とは，1980年
代に新たに人権委員会に設けられた監視メカニズ
ムで，一定種類の重大な人権侵害形態を扱うもの
である。ここでは，個人の専門家（特別報告者，
特別代表者，独立専門家）あるいは作業部会（－
つの任務を請け負う専門家５名）が，個別ケース
に関する情報の受理と関係国政府への送付，緊急
行動手続，現地訪問，報告書における各国別の状
況報告などの役割を担う6)。現在に至るまでに２７
個のテーマに関するものが設置されており，その
最新のものが健康権に関する特別報告者である。
2002年４月に，国連人権委員会は，到達可能な最
高水準の身体的及び精神的健康を享受する権利
(以下，「健康権」とする）に関する特別報告者を
任命することを決議した7)。この特別報告者には，
①全ての関係者から，健康権に関する情報を収集，
要求，受領及び交換すること，②協力可能な全て
の関係機関との対話と議論を行うこと，③世界中
の健康権の状況（法律，政策，実践及び障害）を
報告すること，④健康権を促進及び保護する適切
な措置に関して勧告を行うこと，が要求された。
そして，この特別報告者には，ニュージーランド
のポール・ハント氏が任命され，現在も上記の任
務を遂行中である（2005年10月現在)。
このように，「人権と健康」という視点が国際
的に主流として捉えられるようになるにつれて，
健康権に対する国連の関心も非常に高まってきて
いる。そこで次に，国連システムの中で，直接的
あるいは間接的に国際人権法上の健康権が判断基
準となった具体的事例を検討していくこととする。
第二章国連レベルにおいて健康権が判断
基準となった具体的事例
第１節国連人権小委員会に通報された事例
第１項国連人権小委員会の概要
国連人権小委員会（以下，「小委員会」とする）
は，1946年に国連憲章第68条に基づき，経済社会
理事会によって設置された国連人権委員会の下部
機関として，1947年に設置された。小委員会のメ
ンバーは，人権委員会とは異なり，政府代表では
なく個人資格の26名の委員によって構成されてい
る。小委員会の主な任務は，差別や少数者の問題
に限定されない様々な個別的人権問題の研究（一
般的分析や解決方法の提示及び勧告)，国際人権
基準の策定及び明確化，そして各国の人権侵害問
題の審議である8）
1967年の経済社会理事会決議1235により，人権
侵害問題を取り扱う権限が人権委員会に認められ
るのと同時に，小委員会の任務も人権委員会を援
助するために拡大された（1967年人権委員会決議
８）。その任務とはすなわち，①すべての国にお
ける人権侵害問題を審議する人権委員会の利用に
供するため，あらゆる'情報源からの人権侵害情報
を含む報告書を作成すること，②大規模人権侵害
に関する通報を審査すること，及び③大規模人権
侵害を示すと信じるに足る事態について，人権委
員会の注意を喚起すること，である9)。①の報告
書作成は，現在までに１回しか行われておらず，
もっぱら③の注意喚起を個々の決議で行う形を採
用している。
以下では，②の大規模人権侵害に関する通報の
審査という小委員会の任務の過程の中で，特に健
康権に関連した事例を紹介する。
第２項人権小委員会に通報された事例とそれに
対する小委員会の対応
1989年の小委員会第41会期中に，小委員会に対
し，健康権に関連する二つの通報がなされた'0)。
－つ目の事例は，TheSieIraClubLegalDefense
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Fundから通報された事例で，当時グアテマラと
アメリカの共同で進められていた，グアテマラに
おけるミバエの撲滅と薬草の栽培を目的とした煉
蒸計画が，アメリカでは禁止されていた農薬を使
用していたために，深刻な環境破壊と住民の人体
への被害をもたらしているとして通報された。こ
の通報では,このような煉蒸計画が,とりわけ人々
の生命と安全に対する権利，健康権及び安全な労
働条件に対する権利を侵害していると結論付けら
れていた。
二つ目の事例は，アメリカの石油会社から通報
された事例で，エクアドルのヤスニ国立公園内の
道路建設が，原住民の居住地域を分断するもので
あったため，彼らの文化や生活に被害を及ぼして
いるとして通報された。この通報では，この道路
建設が，原住民の自己決定権，生命権及び健康権
を侵害していると主張された。
これらの事例への小委員会の対応は，先にも少
し触れたように，そもそも小委員会は，大規模人
権侵害を示すと信じるに足る事態について，上位
機関である人権委員会の注意を喚起するための決
議を採択できるのみで，当該関係国に対して拘束
的な決定を出すことはできない。したがって，上
記二つの事例に関しても，小委員会は，会期末に
環境とそれに関連する人権についての草案決議を
採択し，その中で，人権委員会の特別報告者に，
環境と人権の関係に注意を払うよう指摘すること
ができるのみである。
である。勧告的意見には，例えば政治的な紛争が
生じているときに，それがより深刻な事態に展開
しないうちに，裁判所がその紛争の前提となる法
的問題についての解決の指針を示すことによって，
その紛争の解決に貢献するという意義があるとさ
れている、。また，この勧告的意見には法的拘束
力はないが，国際世論を表すものとしての意義は
あるとされている。
第２項世界保健機関からの勧告的意見の要求と
国際司法裁判所の判断
世界保健機関（以下，「WHO」とする）は，１９５０
年代から核問題に注意を払っていた。1992年まで
ＷＨＯは，主に健康問題に関連して核問題に注意
を払っていたが，その後核兵器の使用の合法性に
ついてもＷＨＯ総会において議論されるようにな
った。そして，1993年にＷＨＯ総会は，健康と環
境への影響の観点から核兵器の使用の合法性につ
いて，すなわち「健康と環境への影響という観点
から，戦時中やその他の紛争中に核兵器を使用す
ることは，ＷＨＯ憲章を含む国際法上の義務の違
反とならないか？」という点について，国際司法
裁判所に対して勧告的意見を要求した'2)。
先述したように，ＷＨＯ憲章前文には健康権が
規定されている。つまり，以上のようなＷＨＯ総
会の要求は，核兵器の使用が健康権の侵害に当た
らないかということを問うのと同様であると考え
られる。
このようなＷＨＯ総会の要求に対して，国際司
法裁判所は，勧告的意見を出すことはできないと
判断した。なぜならば，勧告的意見を出すために
は，①その機関が憲章によって権威付けられてい
なければならない，②その問題が法的問題に関連
していなければならない，③その問題が機関の活
動の範囲内で生じたものでなければならない，と
いう三つの条件をクリアしなければならない。国
際司法裁判所は，本件が①及び②の要件は充たし
ていると考えられるが，③の要件，すなわちこの
要求はＷＨＯの活動の範囲内に生じたものではな
いと判断し，ＷＨＯ総会の要求を退けた'3)。つま
第２節国際司法裁判所の勧告的意見と健康権
第１項国際司法裁判所の勧告的意見の概要
国際司法裁判所は，国連の主要な司法機関であ
る（国連憲章第92条前段)。国際司法裁判所は，
通常裁判及び簡易裁判のみならず，国連総会また
は安全保障理事会，あるいは専門機関等から要請
があった場合には，勧告的意見を与えることがで
きるとされている（国際司法裁判所規程第65条１
項)。
この勧告的意見とは，裁判所が，現実の争訟と
は関係なく，法律問題について述べた意見のこと
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り，国際司法裁判所は，ＷＨＯ憲章第２条がＷＨＯ
に対して，核兵器の合法性を取り扱う権限を付与
しているものではないと判断した。
しかし，このような司法裁判所の判断に対して
は，いくつかの反対意見が出されている。特に興
味深いものは，CGWeeramantry判事の反対意見
である'4)。彼は，上述のような司法裁判所の判断
は，制限的な条約解釈に基づくものであり，また
技術的すぎるとした。そして，ＷＨＯからの勧告
的意見の要求は，①健康に関する国家の義務，②
環境に関する国家の義務，③ＷＨＯ憲章下におけ
る国家の義務，といった三つの国家の義務に関す
る質問を含むものであるとして，それぞれについ
て検討を行っている。①の健康に関する国家の義
務に関しては，ＷＨＯ憲章，世界人権宣言第25条
及びＡ規約第12条の健康権を参照した上で，「健
康に対する国家の義務は，良識的な目的を超えて，
今や国際法で拘束される範囑へと変化をしてい
る」とし，核兵器使用の人々の健康への深刻な影
響を考慮すると，たとえ戦時中であったとしても，
核兵器の使用は人々の健康に関する人道法違反と
なるとした。さらに，③のＷＨＯ憲章下における
国家の義務については，多国間条約であるＷＨＯ
憲章で示された目的及び加盟国の義務を考慮する
と，国家が核兵器の使用をＷＨＯに報告した場合，
それは明白なＷＨＯ憲章違反となると言えると主
張した。最終的に，国家には，核兵器の使用によ
って侵害され得る健康，環境及びＷＨＯ憲章に関
する国際法上の義務がある，と結論付けている。
に委ねられる。
また，この監査団の３人のメンバーは，世界銀
行の銀行員からは機能的には独立しているが，世
界銀行の総裁によって指名されているため，完全
に独立しているとは言えないと批判されている'6)。
第２項ネパールの事例と世界銀行の対応
世界銀行の監査団には，その設立後多くの監査
請求が提出されているが，その中でも健康権に関
連するものは，次のネパールの事例である。
1994年10月，監査団はネパール市民から最初の
監査請求を受けた。それは，ネパールのＡｍｎⅢ
水力発電計画において，世界銀行の－部門である
国際開発協会（IDA）が行った，不本意な再定住
計画や不適切な補償，原住民政策，情報の隠蔽等
が，地域住民及び原住民に不利益な影響を与えて
いるとして請求された事例である。
また，請求者は，ＡｍｎⅢ水力発電計画の高い
コストが，とりわけ「保健及び社会サービスのカ
ット」をもたらしうるということも主張した'7)。
当時のネパールの国家予算が５億ドルであったの
に対し，このＡｍｎｍ水力発電計画には，およそ
110億ドルが費やされていた'8)。
1995年６月に，監査団は調査を終了し，事務総
長に報告書を提出した。その報告書には，この水
力発電計画が「歳出と投資の圧迫」をもたらして
いることが示された。さらに，ダムへアクセスす
る道路の建設が，直接的で深刻な長期間にわたる
被害をもたらしていることも報告された。報告書
が提出された後，事務総長はこの計画の支援から
手を引くことを最終的に決定した。第３節世界銀行の監査団に監査請求された事例
第１項世界銀行の監査団の概要
1993年に，世界銀行の活動を監視するための独
立した監査団が設置された。この監査団は，銀行
基金計画の中で起こる人権侵害に対応するもので
あると言われている'5)。監査対象は，国家ではな
く国際機関で，また監査請求をできるのは，個人
ではなく私的集団である。この監査団には調査権
限及び事務総長及び総裁への助言権限しか与えら
れておらず，その監査手続は事務総長の最終決定
第４節概括
以上見てきたように，国連レベルで扱われてい
る健康権に関連する事例は，非常に幅広い内容を
もっている。このことは健康権が単にヘルスケア
に対する権利に限定されるものではなく，包括的
な人権であることを証明している。また，今回取
り上げた事例だけでも，健康権は，生命権，環境
権，住居に対する権利，財産権，開発に対する権
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利，平和に対する権利及び原住民の権利などと重
複する内容をもっていることがわかる。同時に，
今回の事例は，国家あるいは第三者の作為による
健康侵害に関するものである。したがって，健康
権は単に国家に対して積極的な措置を要求する権
利だけではなく，国家及び第三者から健康を侵害
されない自由も含まれていることがわかる。
このように，事例を通して国際人権法上の健康
権の輪郭は徐々に明らかになってきたものの，国
連レベルで健康権侵害に対する実効的な救済手続
がないという問題が残る。詳しくは第四章で論じ
ることとするが，この点，国連レベルよりも個人
の救済という点では進歩したシステムをもつ地域
人権委員会に通報された健康権に関連する事例を
次に見ていくこととする。
い。
米州人権条約は，市民的及び政治的権利が基本
とされているが，米州人権宣言に規定された経済
的，社会的及び文化的権利は，同条約の締結国に
も適用可能である。経済的，社会的及び文化的分
野における米州人権条約の追加議定書（サン・サ
ルバドール議定書）が1988年に採択されたことに
より，委員会の決定等に関わらず人権侵害状況が
変わらない場合には，米州人権裁判所に事件を付
託することができる。しかし，労働組合権と教育
権の侵害のみで，健康権侵害については裁判所に
付託できない。
なお，米州人権宣言において健康権は，「健康
の保持及び良好な状態に対する権利」（第11条）と
して規定されている。
第２項ブラジルの事例と米州人権委員会の判断
国際人権法上の健康権との関係で特に取り上げ
るべき事例は，1984年のブラジルの事例である。
1960年代にブラジル政府は，アマゾンの広大な自
然資源の開発計画を承認し，1973年から高速道路
の建設を始めた。しかし，その高速道路建設予定
地が，ヤノマニ原住民の居住地域を通っていたた
め，彼らに住居を放棄し，他の場所に居住地を探
すよう強制したことが，ヤノマニ原住民の人権を
侵害するとして委員会に請願された。請願者は，
米州人権宣言の７つの条項を根拠に請願した。そ
の中の一つが，第11条の「健康の保持及び良好な
状態に対する権利」であった。
この請願に対して委員会は，「ブラジル政府が，
ヤノマニ原住民の生活に対して，時宜を得た効果
的な措置をとらなかったことによって，彼らを傷
つけ，また米州人権宣言の生命，自由及び個人補
償への権利（第１条)，住居と移住の権利（第８
条）及び健康の保持と良好な状態への権利を侵害
する状況を生み出した」と決議を出した。また，
委員会はブラジル政府に対して，「感染症にさら
された原住民の生活と健康を保護するための予防
的及び治療的保健措置をとること」を勧告した20)。
第三章地域レベルにおいて健康権が適用
された具体的事例
第１節米州人権委員会に請願された事例
第１項米州人権委員会の概要
米州人権委員会（IACHR）は，1948年に採択
された人の権利及び義務に関する米州宣言（以下，
｢米州人権宣言」とする）1978年に発効したと米
州人権条約（ACHR）の遵守を監視する機関であ
る'9)。米州人権委員会の最も重要な活動は，国別
人権状況の調査と個人請願の処理ある。いずれの
個人も，委員会に対して，米州人権宣言あるいは
米州人権条約の侵害を申立てることができる。請
願は，被害者本人のみならず第三者からのものも
認められている。また，個人の請願権は，当事国
の受諾を必要としない。
請願の受理後，委員会は場合によっては当事者
の聴聞を行い，また現地へ調査に赴くこともでき
る。そして，事実認定を終えた後に委員会は，報
告書を作成し，提案あるいは勧告を当事国に送付
する。それから３ヵ月以内に問題が解決されず，
また米州人権裁判所にも付託されない場合，委員
会は意見と結論を正式に採択する。もっとも，委
員会の決定は当事国を法的に拘束するものではな
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第２節アフリカ人権委員会に通報された事例
第１項アフリカ人権委員会の概要
1981年に採択，1986年に発効した「人および人
権に関するアフリカ憲章」（以下，「アフリカ人権
憲章」とする）には，多くの経済的，社会的及び
文化的権利が規定されており，健康権は第16条に
規定されている。アフリカ人権憲章の意義は，そ
の実施機関として「人および人権に関するアフリ
カ委員会」（以下，「アフリカ人権委員会」とする）
を設置したことである21)。アフリカ人権委員会の
任務は，人権と人民の権利の促進活動，締結国か
らの定期報告の審査，並びに国家，個人及び第三
者からの通報の審査である。
アフリカ人権委員会への通報に関しては，通報
がどのように処理されているかということについ
て，厳格な非公開原則が貫かれており，措置や決
定の内容のみならず，通報された国名及び事例の
概要についても公表されていない。また，国家に
対する委員会の権限が不十分であるなどの欠点が
指摘されている。
らない。
第四章国際人権法上の健康権保障の課題
第１節健康権侵害に対する実効的な救済システ
ムの不整備
第三章では，健康権が判断基準となった事例を
見てきたが，以上見てきたように，国連レベルで，
健康権をはじめとする経済的，社会的及び文化的
権利の侵害に対する実効的な通報手続はない。人
権小委員会及び世界銀行の独立監査団は，人権を
侵害されている個人を救済するという法の執行機
関ではなく，また人権侵害国を拘束する権限も有
していない。国際司法裁判所について，今回は健
康権に関連して勧告的意見のみを取り上げたが，
もともとIJCにおける裁判は，国家のみが当事者
適格を認められており，個人や集団には認められ
ていない。
一方で，地域人権委員会への通報は，国連レベ
ルよりは発展していると思われる。米州人権委員
会は，当事国の受諾を必要とすることなく当然に，
被害者本人及び第三者の請願（通報）を認めてい
る。さらに，先にも見たように，委員会は健康権
に関する通報についても，ブラジル政府の健康権
侵害を認め，勧告を出している。しかし，米州人
権委員会のこのような決定等は当事国を法的に拘
束するものではない。しがって，委員会の決定に
も関わらず，人権侵害状況が変わらない場合には，
米州人権裁判所に事件を付託する方法があるが，
これが可能なのは，米州人権条約あるいは「経済
的，社会的及び文化的分野における米州人権条約
の議定書（サン・サルバドール議定書)」の締結
国のみであり，さらに，サン・サルバドール議定
書については，労働組合権と教育権の侵害のみし
か申立てることができないので，健康権侵害につ
いての司法審査は不可能である。
アフリカ人権委員会についても，個人及び第三
者の通報制度があるものの，その実効性は疑わし
い。そもそも，このような通報制度の存在の認知
が不徹底なため，１００件を超えるのに発効後４年
第２項ナイジェリアの事例とアフリカ人権委員
会の対応
アフリカ人権委員会に対して，健康権侵害の事
例がＮＧＯから通報されている22)。1956年から，
ナイジェリアの国立石油会社である，ロイヤル・
ダッチ・シェルと他の石油会社は，ナイジェリア
のオゴニランドで石油の採掘を行っていた。この
石油採掘が，汚染の拡大，住居の破壊，農作物の
焼失及び酪農動物の殺害など脅威的な状況がオゴ
ニ地域を襲っていることが通報された。この通報
は，これらの事態が，アフリカ人権憲章第16条，
Ａ規約第12条及び女性差別撤廃条約第12条でそれ
ぞれ規定されている健康権の侵害を構成するとし
てなされたものである。
この通報に対するアフリカ人権委員会の対応に
ついてのデータはない。先にも述べたように，ア
フリカ人権委員会は，徹底した非公開原則を貫い
ているため，このような通報に対して，委員会が
どのような措置または決定をしたのかは一切わか
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もかかっている23)。また，先にも述べたように，
アフリカ人権委員会の非公開原則に対しては批判
も多く，今後改善が期待されるところである。
このように，国連レベル及び地域レベルの双方
において，健康権侵害に対する実効的な救済手続
は，今のところないと言ってよい。
これらの問題について考える際に，経済的，社
会的及び文化的権利がＢ規約の個人通報制度で
扱われた事例の検証は有益である。例えば，ブル
ックス対オランダの事例では，性別及び婚姻の有
無を理由に異なった取扱いを規定するオランダの
失業保険法が，Ｂ規約第26条の「法の下の平等及
び差別の禁止」に違反するとして通報された25)。
またオランダについては，障害保険の給付につい
て，事実婚者よりも法律婚者を優遇することは，
同じくＢ規約26条違反であると通報された事例
もある（ゲイエ対オランダ）２６)。これらの通報に
対して，オランダ政府は，Ｂ規約第26条は市民的
及び政治的権利にかかわる差別のみを禁じている
のであって，経済的，社会的及び文化的権利の享
受に関する差別に対する通報はできず，また本件
は，Ａ規約で規定されている社会保障に対する権
利（第９条）に関わるもので，オランダ政府はＡ
規約上の報告手続等の加盟国の義務は果たしてい
ると主張した。このようなオランダ政府の主張に
対して，Ｂ規約の人権委員会は，「26条は，公の
機関が規律するいかなる分野においても法律上ま
たは実際上の差別がないように求める世界人権宣
言第７条に由来するものである」とした上で，「２６
条は，法律が差別を禁ずべきであることを求めて
はいるが，法律で規定される事柄についてはいか
なる義務も課していない.例えば，２６条は国家に
対して社会保障に関する法律を制定することを要
求してない。しかし，国家が主権的権限を行使し
て，そのような法律を制定した時には，その法律
は26条に適合するものでなければならない」とし
て，オランダ政府の主張を退けた27)。
以上のようなＢ規約の人権委員会の見解は，
規約第26条の範囲を示すのと同時に，経済的，社
会的及び文化的権利についても，その全てが法的
判断が不可能であるとすべきではなく，法的判断
が可能な範囲を有していることを示している。上
記の事例は，社会保障に対する権利に関係する事
例であったが，Ａ規約第１２条の健康権についても
同じことが言える。すなわち，国家が健康権に関
する法律を制定した場合，その法律は「法の下の
第２節国際条約機関における個人通報制度と健
康権
一方で，国際条約機関における個人通報制度は，
今までに質，量共に多くの成果を出してきている。
特に,市民的及び政治的権利に関する国際規約(以
下，「Ｂ規約」とする）の規約人権委員会への通
報は，他の国際条約機関の制度と比べても通報さ
れた事例について規約違反の認定率も高い。もっ
とも，Ｂ規約に関しては，選択議定書を批准しな
くては通報制度の適用はない。日本はまだこの選
択議定書を批准していない。
また，健康権が規定されているＡ規約に関し
ては，個人通報制度は設けられておらず，報告制
度のみが設けられている。この点，Ａ規約上の人
権保障を確保するためには，具体的な実施措置の
あり方を検討していかなければならず，Ａ規約草
案の審議過程においても，もっとも各国の意見が
対立したところであった劃)。1954年の人権委員会
原案においては，実施措置として報告制度だけが
定められていた。国家または個人からの通報制度
も提案はされてはいたものの，原案には取り入れ
られなかった。そして，1966年の国連総会におけ
る第３委員会の議論では，Ａ規約上の人権規定は
漸進的実施ということになったため，通報制度を
設ける必要はなく，原案通り報告制度のみを設け
ることに意見は一致した。その後もＡ規約につ
いては，過去に何度か，個人通報手続を含んだ選
択議定書の草案が試みられている。しかし，その
ような通報手続が実際に締結国に受け入れられる
か，また経済的，社会的及び文化的権利のどの要
素が通報手続に付され，かつ国際レベルで法的判
断が可能か，という問題をクリアしなければ，選
択議定書の採択は難しいであろうと言われている。
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平等及び差別の禁止」という￣般原則に則ったも
のでなければならないということである。この点
については，国際レベルにおいて十分に法的判断
が可能であると言えるであろう｡
また，健康権に関連すると思われる事例は，Ｂ
規約第10条の自由を奪われた者及び被拘禁者の人
道的取扱いに関する事例にも見られる。パルカニ
ィ対ハンガリーでは，詐欺．横領の容疑で逮捕さ
れた者に対して，警察留置所での未決拘留下にお
いて，身体清浄と屋外での運動が１日につきそれ
ぞれ５分しか許されていなかったことが，規約１０
条に違反すると判断されている28)。本件は，Ｂ規
約第１０条の事例とされているが，身体の清浄と屋
外での運動というのは，人間の健康を維持するた
めに不可欠な行為であることを考慮すると，Ｂ規
約第１０条でいう「人道的取扱い」の内容には，健
康権の趣旨が含まれていると読むことができる。
このことは裏を返せば，被拘禁者の健康権保障の
問題については，十分に法的判断が可能であると
いうことでもある。
このように，Ｂ規約の個人通報制度で取り扱わ
れた事例には，経済的，社会的及び文化的権利に
関するものが少なからず含まれており，また人々
の健康に関連するものもある。重要なことは，そ
のような事例を丹念に検討し，健康権を含む経済
的，社会的及び文化的権利の，どの要素が通報制
度に付され，かつ法的判断が可能かということを
明らかにしていくことである。今後，そのような
事例研究を積み重ねることによって，経済的，社
会的及び文化的権利に関する個人通報制度を確立
することも不可能なことではなくなると思われる｡
さらに多くの事例を検討していきたいと考えてい
る。先にも述べたように，国際人権法上の健康権
について，それが経済的，社会的及び文化的権利
の範蠕に含まれるということだけで，法的判断が
できないというのは誤りである。国際レベルにお
いても〆健康権を含む経済的，社会的及び文化的
権利を法的に判断することは＋分に可能であり，
それだけでなく，それぞれの人権をより詳細に検
討していけば，個人通報制度による救済が可能な
要素が含まれていることも徐々に明らかにされて
きている。このことは，健康権の構造にも関わる
重要な問題であり，今後の研究課題として取り組
んでいきたいと考えている。
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